
本分析における「現状（As Is）」および「目指す姿（To Be）」は、東京エレクトロン

（TEL）が公表している情報と多くの点で一致していますが、分析の視点や深さ、提案

の具体性において異なる部分も含まれています。 

現状（As Is）の分析について 
• 一致する点: 

o レポートで分析した TEL の事業概要、半導体製造装置市場における

リーダーシップ、主要な製品セグメント（成膜、塗布・現像、エッチング、

洗浄など）における高い市場シェア、EUV 露光用塗布現像装置での独

占的な地位などは、TEL の統合報告書やウェブサイトで開示されてい

る情報と一致しています 1。 
o 強みとなる知的財産・無形資産として挙げた、業界 No.1 の特許ポート

フォリオ 2、顧客ニーズを早期に捉える「Shift Left」開発戦略 2、そして

「社員は価値創出の源泉」という哲学に基づく人的資本への注力 2 な
どは、TEL 自身が中期経営計画や統合報告書で強調している強みと

合致しています 2。 
• 異なる点（分析の視点や深さ）: 

o 本レポートでは、知財・無形資産ガバナンスガイドラインのフレームワ

ークに基づき、これらの強みや無形資産が具体的にどのように TEL
の競争優位性、差別化、そしてキャッシュフロー創出に貢献しているの

かを、より構造的に分析・評価しようと試みています。これは、TEL が

開示している個々の情報を、ガイドラインの視点から関連付け、解釈を

加えたものです。 

o SWOT 分析における「弱み」として提示した「非特許無形資産（人的資

本、ブランド価値等）と ROIC 等の財務成果との定量的連関の開示が

途上である可能性」や「膨大な特許ポートフォリオにおける非中核 IP
の戦略的活用（ライセンス等）が未開拓である可能性」については、

TEL が公表情報の中で積極的に言及しているわけではなく、外部から

の分析に基づく潜在的な課題提起や機会の指摘という側面がありま

す。 

目指す姿（To Be）の検討について 
• 一致する点: 

o レポートで特定した半導体市場の主要メガトレンド（AI と HPC の進

展、先端パッケージング技術の重要性増大、サステナビリティへの要

求の高まりなど）2 は、TEL の CEO メッセージや中期経営計画 2 で
示されている市場認識や成長戦略と軌を一にしています。 



o TEL が目指す将来の方向性として、これらのメガトレンドに対応し、3D 
NAND、DRAM、ロジック、先端パッケージングといった分野への注力 
2 を通じてソリューションパートナーへと進化していくという姿は、TEL
が掲げる「半導体の技術革新に貢献する夢と活力のある会社」という

ビジョン 2 や、中期経営計画における成長戦略 2 と整合しています。 
• 異なる点（提案の具体性や踏み込み度合い）: 

o 本レポートでは、これらのメガトレンドと TEL の方向性を踏まえ、将来

のビジネスモデルにおいて知的財産・無形資産が果たすべき役割をよ

り具体的に定義し、競合他社の IP 戦略も参考にしながら、TEL が目

指すべき「To Be」の知財・無形資産ポートフォリオを提案しています。 

o 例えば、「未来志向の特許ポートフォリオ」として、GAA（Gate-All-
Around）トランジスタ、裏面電源供給、ハイブリッドボンディングといっ

た具体的な技術分野への注力や、プロセス制御用ソフトウェア・AI ア
ルゴリズムに関する IP の重要性を強調している点、また「深化された

技術的ノウハウ」として材料科学やサステナブル製造プロセスに関す

る専門知識の育成を挙げている点は、TEL の公表情報を基にしつつ

も、本レポート独自の解釈と具体的な提案を含んでいます。これらは、

TEL が公表している将来像を、知財戦略の観点からさらに具体化し、

踏み込んだ提案を行ったものと言えます。 

総括すると、本分析は東京エレクトロンが公表している情報を基盤としつつ、知財・無

形資産ガバナンスガイドラインの視点を取り入れ、現状の強みと将来の成長機会をよ

り深く結びつけ、企業価値向上に資する知財戦略の方向性を示唆する内容となって

います。公表情報と完全に同一ではなく、分析的な視点や戦略的な提案を加えてい

る点が特徴です。 

 


